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CONCERT-Japan Photonic Manufacturing Joint Call 

日本側応募者への日本側応募者への日本側応募者への日本側応募者への応募にあたっての応募にあたっての応募にあたっての応募にあたっての注意事項注意事項注意事項注意事項    

はじめにはじめにはじめにはじめに    

独立行政法人 科学技術振興機構（JST）では、研究者の国際的な研究協力を推進する「国際科学

技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プログラム）」を実施しております。このたび、

CONCERT-Japan 参加メンバーである JST は、本事業の一環として、欧州 5カ国と協力し「光技術を

用いたものづくり（Photonic Manufacturing）」分野に関する研究交流の支援を行うこととし、課題を募

集いたします。 

この「日本側応募者への応募にあたっての注意事項」では、日本側応募者が注意すべき事項を説

明します。CONCERT-Japan の公募全般に関する情報は以下の CONCERT-Japan 公募ホームペー

ジをご覧ください。 

CONCERTCONCERTCONCERTCONCERT----JapanJapanJapanJapan 公募ホームページ公募ホームページ公募ホームページ公募ホームページ    

http://www.concertjapan.eu/node/2http://www.concertjapan.eu/node/2http://www.concertjapan.eu/node/2http://www.concertjapan.eu/node/235353535 
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本公募は、現在、文部科学省の「研究における不正行為・研究費の不正使用に関するタスク

フォース」中間取りまとめ（注１）を踏まえて検討されている「研究機関における公的研究費の

管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成１９年２月文部科学大臣決定）及び「研究活動の

不正行為への対応のガイドライン」（平成１８年８月科学技術・学術審議会研究活動の不正行

為に関する特別委員会）等の改正を前提として行うものであり、平成２６年度以降に適用され

るガイドラインの改正内容等によっては、本公募要件、採択後の委託研究契約書及び委託

研究契約事務処理説明書等を変更する場合があります。 

（注１）：https://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/25/09/1339981.htm 参照。 

課題の応募に当たって日本側応募者は本項に記載されております内容を必ずご確認ください。また、

本項と併せて本事業ホームページおよび「JST 競争的研究資金制度の統一的注意事項」もご覧くだ

さい。 

JJJJSSSSTTTT 国国国国際際際際科科科科学学学学技技技技術術術術共共共共同同同同研研研研究究究究推推推推進進進進事事事事業業業業（戦（戦（戦（戦略略略略的的的的国国国国際際際際共共共共同同同同研研研研究究究究ププププロロロロググググララララムムムム））））    

hhhhttttttttpppps:::://///w/w/w/wwwwwwwww....jjjjsssstttt....ggggoooo....jjjjpppp/i/i/i/innnntttter/er/er/er/ssssiiiicocococorprprprp////iiiindndndndexexexex....hthththtmmmmllll    

JJJJSSSSTTTT 競競競競争争争争的的的的研研研研究究究究資資資資金金金金制制制制度度度度のののの統統統統一一一一的的的的注注注注意意意意事事事事項項項項    

hhhhttttttttpppp:::s://///w/w/w/wwwwwwwww....jjjjsssstttt....ggggoooo....jjjjpppp////bbbboooossssyyyyu/u/u/u/nonononotttteeeessss....hhhhttttmmmmllll    



3 

1111 研究提案書記載事項等の研究提案書記載事項等の研究提案書記載事項等の研究提案書記載事項等の情報の取り扱いについて情報の取り扱いについて情報の取り扱いについて情報の取り扱いについて    

研究提案書は、提案者の利益の維持、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関

する法律」その他の観点から、選考以外の目的に使用しません。提案内容に関する秘密は厳

守します。詳しくは、下記ホームページをご参照ください。 

http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H15/H15HO059.html 

2222 府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（eeee----RadRadRadRad）上の採択された）上の採択された）上の採択された）上の採択された研究提案書記載事項等の研究提案書記載事項等の研究提案書記載事項等の研究提案書記載事項等の情報の取情報の取情報の取情報の取

り扱いについてり扱いについてり扱いについてり扱いについて    

採択された個々の課題に関する情報（事業名、研究課題名、所属研究機関名、研究代表者

名、予算額及び実施期間）については、「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法

律」（平成 13 年法律第 140 号）第 5 条第１号イに定める「公にすることが予定されている情

報」であるものとします。これらの情報については、採択後適宜本事業のホームページにおい

て公開します。 

3333 eeee----RadRadRadRad からの内閣府への情報提供等からの内閣府への情報提供等からの内閣府への情報提供等からの内閣府への情報提供等    

応募書類等に含まれる個人情報は、不合理な重複や過度の集中の排除のため、他府省・

独立行政法人を含む他の競争的資金制度等(※1)の業務においても必要な範囲で利用（デー

タの電算処理及び管理を外部の民間企業に委託して行わせるための個人情報の提供を含

む）する他、文部科学省が管理運用する府省共通研究開発管理システム（e-Rad）(※2)を通じ、

内閣府に、各種の情報を提供することがあります。また、これら情報の作成のため、各種の作

業や情報の確認等についてご協力いただくことがあります。e-Rad については本別紙の「21 

e-Rad を利用した応募情報の登録について」をご参照ください。

※ 1 他の具体的な対象の競争的資金制度については、下記ホームページをご覧ください。 

https://www.jst.go.jp/bosyu/notes.html

その他、平成 25 年度に公募を開始する制度も含みます。なお、上記取り扱いおよび対象制度

は変更される場合がありますので、適宜文部科学省および JST のホームページでご確認くだ

さい。詳しくは https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/を参照してください。なお、これらとは

別に 最先端研究開発支援プログラム（1,000 億円）及び最先端・次世代研究開発支援プログ

ラム（500 億円）を、平成 25 年度までの競争的資金事業として実施しています。

※2 「府省共通研究開発システム（e-Rad）」とは、各府省が所管する競争的資金制度を中心

として研究開発管理に係る一連のプロセス（応募受付→審査→採択→採択課題管理→成

果報告等）をオンライン化する府省横断的なシステムのことです。
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4444 不合理な重複・過度不合理な重複・過度不合理な重複・過度不合理な重複・過度のののの集中に対する措置集中に対する措置集中に対する措置集中に対する措置    

4444....1111 不合理な重複に対する措置不合理な重複に対する措置不合理な重複に対する措置不合理な重複に対する措置    

研究者が、同一の研究者による同一の研究課題（競争的資金が配分される研究の名

称及びその内容をいう。）に対して、国又は独立行政法人の複数の競争的資金が不必要

に重ねて配分される状態であって次のいずれかに該当する場合、本事業において審査

対象からの除外、採択の決定の取消し、又は研究費の削減（以下、｢採択の決定の取消

し等｣という。）を行うことがあります。 

・ 実質的に同一（相当程度重なる場合を含む。以下同じ）の研究課題について、複数

の競争的資金に対して同時に応募があり、重複して採択された場合。

・ 既に採択され、配分済の競争的資金と実質的に同一の研究課題について、重ねて

応募があった場合。

・ 複数の研究課題の間で、研究費の用途について重複がある場合。

・ その他これに準じる場合。

なお、本事業への申請段階において、他の競争的資金制度等への申請を制限するもの

ではありませんが、他の競争的資金制度等に採択された場合には速やかに本事業お問

い合わせ先（末尾に記載）に報告してください。この報告に漏れがあった場合、本事業に

おいて、採択の決定の取消し等を行う可能性があります。 

4444....2222 過度の集中に対する措置過度の集中に対する措置過度の集中に対する措置過度の集中に対する措置    

本事業に提案された研究内容と、他の競争的資金制度等を活用して実施している研

究内容が異なる場合においても、当該研究者又は研究グループ（以下、「研究者等」とい

う。）に当該年度に配分される研究費全体が効果的・効率的に使用できる限度を超え、そ

の研究期間内で使い切れない程の状態であって、次のいずれかに該当する場合には、

本事業において、採択の決定の取消し等を行うことがあります。 

・ 研究者等の能力や研究方法等に照らして、過大な研究費が配分されている場合

・ 当該研究課題に配分されるエフォート（研究者の全仕事時間（※）に対する当該研

究の実施に必要とする時間の配分割合（％））に比べ過大な研究費が配分されて

いる場合 

・ 不必要に高額な研究設備の購入等を行う場合

・ その他これらに準ずる場合

このため、本事業への提案書類の提出後に、他の競争的資金制度等に申請し採択され

た場合等、記載内容に変更が生じた場合は、速やかに本事業お問い合わせ先（末尾に

記載）に報告してください。この報告に漏れがあった場合、本事業において、採択の決定

の取消し等を行う可能性があります。 

※ 研究者の全仕事時間とは、研究活動の時間のみを指すのではなく、教育活動や管理

業務等を含めた実質的な全仕事時間を指します。 
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4444....3333 不合理な重複・過度の集中排除のための、提案内容に関する情報提供不合理な重複・過度の集中排除のための、提案内容に関する情報提供不合理な重複・過度の集中排除のための、提案内容に関する情報提供不合理な重複・過度の集中排除のための、提案内容に関する情報提供    

不合理な重複・過度の集中を排除するために、必要な範囲内で、応募（又は採択課

題・事業）内容の一部に関する情報を、e-Rad などを通じて、他府省を含む他の競争的資

金制度等の担当に情報提供する場合があります。また、他の競争的資金制度等におい

てこれらの確認を行うため求められた際に、同様に情報提供を行う場合があります。 

4444....4444 他府省を含む他の競争的資金等の応募受入状況他府省を含む他の競争的資金等の応募受入状況他府省を含む他の競争的資金等の応募受入状況他府省を含む他の競争的資金等の応募受入状況    

科学研究費補助金等、国や独立行政法人が運用する競争的資金や、その他の研究

助成等を受けている場合（応募中のものを含む）には、研究提案書の様式に従ってその

内容を記載していただきます。 これらの情報に関して不実記載があった場合は、研究

提案が不採択、採択取り消し又は研究費が減額配分となる場合があります。 

5555 研究費の不正使用および不正受給への対応研究費の不正使用および不正受給への対応研究費の不正使用および不正受給への対応研究費の不正使用および不正受給への対応    

本事業において、研究費を他の用途に使用したり、JST から研究費を支出する際に付した

条件に違反したり、あるいは不正な手段を用いて研究費を受給する等、本事業の趣旨に反す

る研究費の不正な使用等が行われた場合には、当該研究に関して、研究の中止、研究費等

の全部または一部の返還の措置を取ることがあります。また、研究費の不正な使用等を行っ

た研究者等（共謀した研究者、不正使用等に関与したとまでは認定されなかったものの善管

注意義務に違反した研究者※1 等を含む、（以下同様））に対して、下記の表の通り、本事業へ

の応募及び新たな参加の制限措置、もしくは厳重注意措置をとります。 

本事業以外の、国または独立行政法人が運用する競争的資金制度等において、研究費の

不正な使用等を行った研究者等については、当該競争的資金制度等において応募資格が制

限されている期間中、本事業への応募及び新たな参加の資格が制限されます（不正使用等が

認定された当該年度についても参加が制限されます）。なおここで言う「競争的資金制度等」に

は平成25年度に新たに公募を開始する制度及び平成 24 年度以前に終了した制度も対象とし

て含まれます。 

本事業において研究費の不正な使用等を行った場合、当該研究者及びそれに共謀した研

究者の不正の内容等を、他の競争的資金制度等の担当（独立行政法人を含む）に対して情報

提供を行います。また、本制度において、研究費の不正使用等を行った研究者や、善管注意

義務に違反した研究者のうち、本制度への申請及び参加が制限された研究者については、当

該不正事案の概要（研究者氏名、制度名、所属機関、研究年度、不正の内容、講じられた措

置の内容）について、原則公表します。 

なお、本事業において、この不正使用等を行った研究者等に対しては、不正の程度により、

申請及び参加の期間が以下のように制限されます。「申請及び参加」とは、新規課題の提案、
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公募に応募すること、共同研究者として新たに研究に参加すること、進行中の研究課題（継続

課題）への研究代表者又は共同研究者等として参加することを指します。 

研究費等の使用の内容等 相当と認められる期間 

１ 研究費等の不正使用の程度が、社会への影響が小さく、且つ行

為の悪質性も低いと判断されるもの 

１年 

２ 研究費等の不正使用の程度が、社会への影響が大きく、且つ行

為の悪質性も高いと判断されるもの 

５年 

３ １及び２以外で、社会への影響及び行為の悪質性を勘案して判

断されるもの 

２～４年 

４ １から３にかかわらず、個人の経済的利益を得るために使用した

場合 

10 年 

５ 偽りその他不正の手段により研究事業等の対象課題として 採

択された場合 

５年 

６ 研究費等の不正使用に直接関与していないが、善管注意義務に

違反して使用を行ったと判断される場合 

１～２年 

（注） 平成 25 年度以降に新たに採択された研究課題(継続課題を含む)について、研究者に対す

る制限の期間は、「競争的資金の適正な執行に関する指針」（競争的資金に関する関係府

省連絡会申し合わせ）の改正（平成 24 年 10 月 17 日）による厳罰化等に伴い、大幅に変更さ

れたことから、平成 24 年 12 月 28 日付で規則改正しました(施行日は平成 25 年 1 月 1 日)。

上表の制限期間は、変更後のものです。 

特に 2 の項、4 の項及び 6 の項における資格制限期間は、平成 25 年度当初予算以降の

事業等(前年度から継続して実施する事業を含む。)の不適正な経理処理等について平成 25

年 4 月 1 日以降、適用します。 

※1 「善管注意義務に違反した研究者」とは、不正使用又は不正受給に関与したとまでは認定されなかった

ものの、善良な管理者の注意をもって事業を行うべき義務に違反した研究者のことを指します。

6666 研究活動の不正行為に対する措置研究活動の不正行為に対する措置研究活動の不正行為に対する措置研究活動の不正行為に対する措置    

研究活動の不正行為（捏造、改ざん、盗用等）への措置については、「研究活動の不正行

為への対応のガイドライン」（平成 18 年 8 月 8 日科学技術・学術審議会研究活動に関する特

別委員会）等に基づき、以下の通りとします。なお、「研究活動の不正行為への対応のガイドラ

イン」については、以下のホームページをご参照ください。

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu12/houkoku/06082316.htm

本事業の研究課題に関して、研究活動の不正行為が認められた場合には、研究の中止、

研究費等の全部または一部の返還、ならびに事実の公表の措置を取ることがあります。また、
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不正行為が認定された日以降で、その日の属する年度及び以下に定める翌年度以降１年以

上 10 年以内の間、本事業への応募及び新たな参加の資格が制限されます。 

不正行為への関与による区分 不正行為の程度 相当と認められる期間 

１ 研究の当初から不正行為を行

うことを意図していた場合など、

特に悪質な者 

10 年 

当該分野の研究の進展への影響

や社会的影響が大きく、又は行為

の悪質性が高いと判断されるもの 

５～７年 

当該論文等の責任

を負う著者（監修責

任者、代表執筆者

又はこれらのものと

同等の責任を負うも

の と 認 定 さ れ た も

の） 

当該分野の研究の進展への影響

や社会的影響が小さく、又は行為

の悪質性が低いと判断されるもの 

３～５年 

２ 不正行

為があった

研 究 に 係

る 論 文 等

の 著者 

上記以外の著者 ２～３年 

不

正

行

為

に

関

与

し

た

者 
３ １及び２を除く不正行為に関与

した者 

２～３年 

当該分野の研究の進展への影響

や社会的影響が大きく、又は行為

の悪質性が高いと判断されるもの 

２～３年 
不正行為に関与していないものの、不

正行為のあった研究に係る論文等の責

任を負う著者（監修責任者、代表執筆者

又はこれらの者と同等の責任を負うと認

定された者） 

当該分野の研究の進展への影響

や社会的影響が小さく、又は行為

の悪質性が低いと判断されるもの 

１～２年 

（注）平成 25 年度以降に新たに採択された研究課題について、研究者に対する制限の期間は、「競争的

資金の適正な執行に関する指針」（競争的資金に関する関係府省連絡会申し合わせ）の改正（平

成 24 年 10 月 17 日）を機に、他の競争的資金等との適用の共通化を図ることとし、平成 24 年 12

月 28 日付けで規則改正しました（施行日は平成 25 年１月１日）。上表の制限期間は、改正後のも

のです。 

本事業以外の、国または独立行政法人が運用する競争的資金制度等において、研究活動

の不正行為等により制限が行われた研究者については、当該競争的資金制度等において応

募資格が制限されている期間中、本事業への応募及び新たな参加の資格が制限されます。

なおここで言う「競争的資金制度等」には平成 25 年度に新たに公募を開始する制度及び平成

24 年度以前に終了した制度も対象として含まれます。 

本事業において、研究活動の不正行為があったと認定された場合、当該研究者の不正行

為の内容を、他の競争的資金等の担当（独立行政法人を含む）に対して情報提供を行いま

す。 
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7777 採択された研究代表者および主たる共同研究者の責務採択された研究代表者および主たる共同研究者の責務採択された研究代表者および主たる共同研究者の責務採択された研究代表者および主たる共同研究者の責務    

7777....1111 確認文書の提出確認文書の提出確認文書の提出確認文書の提出    

提案した研究課題が採択された後、JST が実施する説明会等を通じて、次を掲げる事項を

遵守することを確認していただき、あわせてこれらを確認したとする文書を JST に提出してい

ただきます。 

a. 募集要項等の要件を遵守する。

b. JST の研究費は国民の税金で賄われており、研究上の不正行為や不正使用などを行わ

ないことを約束する。

c. 参画する研究員等に対して研究上の不正行為（論文の捏造、改ざん及び盗用など）を未

然に防止するために JST が指定する研究倫理教材（オンライン教材）の履修義務につい

て周知することを約束する。

また、上記 c.項の研究倫理教材の履修がなされない場合には、履修が確認されるまでの期

間、研究費の執行を停止することがありますので、ご留意ください。 

（注）本項の遵守事項の確認文書提出および研究倫理教材の履修義務化は、平成 25 年

度以降に採択される研究課題に適用されます。 

7777....2222 研究倫理教材の履修義務研究倫理教材の履修義務研究倫理教材の履修義務研究倫理教材の履修義務    

参画する研究員等は、研究上の不正行為(論文の捏造、改ざん及び盗用など)を未然に防

止するために JST が指定する研究倫理教材(オンライン教材)を履修することになります。 

8888 関係法令など研究を進める上での注意事項関係法令など研究を進める上での注意事項関係法令など研究を進める上での注意事項関係法令など研究を進める上での注意事項    

8888....1111 安全保障貿易管理安全保障貿易管理安全保障貿易管理安全保障貿易管理について（海外への技術漏洩への対処）について（海外への技術漏洩への対処）について（海外への技術漏洩への対処）について（海外への技術漏洩への対処）    

研究機関では多くの最先端技術が研究されており、特に大学では国際化によって留学

生や外国人研究者が増加する等、先端技術や研究用資材・機材等が流出し、大量破壊

兵器等の開発・製造等に悪用される危険性が高まってきています。そのため、研究機関

が当該委託研究を含む各種研究活動を行うにあたっては、軍事的に転用されるおそれ

のある研究成果等が、大量破壊兵器の開発者やテロリスト集団など、懸念活動を行うお

それのある者に渡らないよう、研究機関による組織的な対応が求められます。 

日本では、外国為替及び外国貿易法（昭和 24 年法律第 228 号）（以下「外為法」とい

う。）に基づき輸出規制（※）が行われています。したがって、外為法で規制されている貨

物や技術を輸出（提供）しようとする場合は、原則として、経済産業大臣の許可を受ける

必要があります。外為法をはじめ、各府省が定める法令・省令・通達等を遵守してくださ

い。 
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※ 現在、我が国の安全保障輸出管理制度は、国際合意等に基づき、主に①炭素繊

維や数値制御工作機械などある一定以上のスペック・機能を持つ貨物（技術）を

輸出（提供）しようとする場合に、原則として、経済産業大臣の許可が必要となる

制度（リスト規制）と②リスト規制に該当しない貨物（技術）を輸出（提供）しようと

する場合で、一定の要件（用途要件・需用者要件又はインフォーム要件）を満たし

た場合に、経済産業大臣の許可を必要とする制度（キャッチオール規制）の 2 つ

から成り立っています。

また、研究機材の輸出のみならず、技術提供も外為法の規制対象となります。リスト規

制技術を外国の者（非居住者）に提供する場合等はその提供に際して事前の許可が必

要です。技術提供には、設計図・仕様書・マニュアル・試料・試作品などの技術情報を、

紙・メール・CD・USB メモリなどの記憶媒体で提供することはもちろんのこと、技術指導や

技能訓練などを通じた作業知識の提供やセミナーでの技術支援なども含まれます。外国

からの留学生の受入れや、共同研究等の活動の中にも、外為法の規制対象となり得る

技術のやりとりが多く含まれる場合がありますので、本邦の法律・制度、相手国の法律・

制度及び国際ルールを十分に遵守してください。  

【参考】 「経済産業省」の『安全保障貿易管理』ホームページ  

               https://www.meti.go.jp/policy/anpo/index.html 

【参考】 「経済産業省」の安全保障貿易管理ハンドブック（2012 年 第 6 版） 

              https://www.meti.go.jp/policy/anpo/seminer/shiryo/handbook.pdf 

【参考】一般財団法人安全保障貿易情報センター 

               https://www.cistec.or.jp/index.html 

【参考】 安全保障貿易に係る機微技術管理ガイダンス（大学・研究機関用） 

https://www.meti.go.jp/policy/anpo/law_document/tutatu/t07sonota/t07sonota_jishukanri03.pdf 

8888....2222 生物遺伝資源等利用に伴う各種規制生物遺伝資源等利用に伴う各種規制生物遺伝資源等利用に伴う各種規制生物遺伝資源等利用に伴う各種規制    

相手国からの情報や資料、サンプルの持ち帰りについては、相手国の法令も遵守して

ください。研究計画上、相手国における生物遺伝資源等を利用する場合には、関連条約

等（生物多様性条約、バイオセイフティに関するカルタヘナ議定書）の批准の有無、コン

プライアンス状況等について、必ず応募に先立って十分な確認および対応を行ってくださ

い。 

生物遺伝資源へのアクセス、及び生物多様性条約の詳細については、以下のホーム

ページをご参照ください。  

【参考】「財団法人バイオインダストリー協会」ホームページ  

               https://www.mabs.jp/index.html 

【参考】「Convention on Biological Diversity」ホームページ  

              https://www.cbd.int/ 
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8888....3333 生命倫理及び安全の確保生命倫理及び安全の確保生命倫理及び安全の確保生命倫理及び安全の確保    

ライフサイエンスに関する研究については、生命倫理及び安全の確保に関し、各府省

が定める法令・省令・倫理指針等を遵守してください。研究者が所属する機関の長等の

承認・届出・確認等が必要な研究については、必ず所定の手続きを行ってください。  

各府省が定める法令等の主なものは以下のリンクから見ることができます。 

【参考】文部科学省の「生命倫理・安全に対する取組」ホームページ  

https://www.lifescience.mext.go.jp/bioethics/index.html 

【参考】厚生労働省の「厚生労働科学研究に関する指針」ホームページ 

https://www.mhlw.go.jp/general/seido/kousei/i-kenkyu/ 

8888....4444 人権及び利益の保護人権及び利益の保護人権及び利益の保護人権及び利益の保護    

研究計画上、相手方の同意・協力や社会的コンセンサスを必要とする研究又は調査を

含む場合には、人権及び利益の保護の取扱いについて、必ず応募に先立って適切な対

応を行ってください。 

8888....5555 社会的・倫理的配慮社会的・倫理的配慮社会的・倫理的配慮社会的・倫理的配慮    

社会・倫理面等の観点から、研究計画上及び実施の過程で、国内外において容認さ

れがたいと認められるものについては、選考の段階で不採択となります。また、採択され

たものについても、研究開始後に上述の注意事項に違反した場合、その他何らかの不

適切な行為が行われた場合には、採択の取消し又は研究の中止、研究費等の全部又は

一部の返還、及び事実の公表の措置等を取ることがあります。 

8888....6666 研究者の安全に対する責任研究者の安全に対する責任研究者の安全に対する責任研究者の安全に対する責任    

本事業の共同研究期間中に生じた傷害、疾病等の事故について、ＪＳＴは一切責任を

負いません。 

8888....7777 研究成果の軍事転用の禁止研究成果の軍事転用の禁止研究成果の軍事転用の禁止研究成果の軍事転用の禁止    

本事業の共同研究から生ずる研究成果の軍事転用は、一切禁止します。 

8888....8888 関係法令等に違反した場合の措置関係法令等に違反した場合の措置関係法令等に違反した場合の措置関係法令等に違反した場合の措置    

研究の実施において、関係法令・指針等に違反した場合には、研究の中止や、研究費

の返還を求める場合があります。 

9999 間接経費に係る領収書の保管について間接経費に係る領収書の保管について間接経費に係る領収書の保管について間接経費に係る領収書の保管について    

間接経費の配分を受ける研究機関においては、間接経費の適切な管理を行うとともに、間

接経費の適切な使用を証する領収書等の書類を、事業完了の年度の翌年度から 5 年間適切

に保管してください。また、間接経費の配分を受けた各受託機関の長は、毎年度の間接経費
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使用実績を翌年度の 6 月 30 日までに指定した書式により JST に報告することが必要となりま

す。 

10101010 繰越しについて繰越しについて繰越しについて繰越しについて    

当該年度の研究計画に沿った研究推進を原則としますが、JST では単年度会計が研究費

の使いにくさを生み、ひいては年度末の予算使い切りによる予算の無駄遣いや不正経理の一

因となることを考慮し、研究計画の進捗状況によりやむを得ず生じる繰越しに対応するため、

煩雑な承認申請手続きを必要としない簡便な繰越制度を導入しています。繰越制度は複数年

度契約を締結する大学等を対象とします。 

11111111 府省共通経費取扱区分表について府省共通経費取扱区分表について府省共通経費取扱区分表について府省共通経費取扱区分表について    

本事業では、競争的資金において共通して使用することになっている府省共通経費取扱区

分表に基づき、費目構成を設定しています。経費の取扱については以下の府省共通経費取扱

区分表を参照してください。 

https://www.jst.go.jp/inter/sicorp/h24a/keihi_toriatsukai_kubun.pdf 

12121212 「国民との科学・技術対話」について「国民との科学・技術対話」について「国民との科学・技術対話」について「国民との科学・技術対話」について    

『「国民との科学・技術対話」の推進について（基本的取組方針）』（平成 22 年 6 月 19 日）に

おいて、「研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分かりやすく説明する、未来への希望

を抱かせる心の通った双方向コミュニケーション活動」を「国民との科学・技術対話」と位置づ

けています。1 件あたり年間 3000 万円以上の公的研究費の配分を受ける場合には、「国民と

の科学・技術対話」への積極的な取組みが求められています。詳しくは以下をご参照ください。 

https://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa.pdf 

13131313 研究機関における公的研究費の管理・監査研究機関における公的研究費の管理・監査研究機関における公的研究費の管理・監査研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）に基づく「体制整備につのガイドライン（実施基準）に基づく「体制整備につのガイドライン（実施基準）に基づく「体制整備につのガイドライン（実施基準）に基づく「体制整備につ

いていていていて    

本公募は、現在、文部科学省の「研究における不正行為・研究費の不正使用に関するタスク

フォース」中間取りまとめを踏まえて検討されている「研究機関における公的研究費の管理・監

査のガイドライン（実施基準）」（平成１９年２月文部科学大臣決定）の改正内容を前提として行

うものです。   

 本事業の応募、研究実施等に当たり、研究機関には、標記ガイドラインの現行の内容及び改

正後の内容について遵守していただく必要があります。 
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研究機関においては、標記ガイドラインに基づいて、研究費の管理・監査体制の整備を行い、

研究費の適切な執行に努めていただきますようお願いします。 

14141414 研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）に基づく「体制整備等自研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）に基づく「体制整備等自研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）に基づく「体制整備等自研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）に基づく「体制整備等自

己己己己評評評評価価価価チチチチェェェェッッッッククククリリリリスススストトトト」の」の」の」の提提提提出出出出ににににつつつついていていていて

本事業の契約に当たり、各研究機関では標記ガイドラインに基づく研究費の管理・監査体制

の整備、及びその実施状況等についての報告書である「体制整備等自己評価チェックリスト」

（以下、「チェックリスト」という。）を提出することが必要です。（チェックリストの提出がない場合

及び内容に不備が認められる場合の研究実施は認められません。） 

このため、以下のホームページにある様式に基づいて、契約予定日までに、研究機関から

文部科学省研究振興局振興企画課競争的資金調整室に、e-Rad を利用してチェックリストが

提出されていることが必要です。ただし、平成２５年４月以降、別途の機会にチェックリストを提

出している場合は、今回新たにチェックリストを提出する必要はありません。 

具体的なチェックリストの提出方法は以下の文部科学省のホームページをご覧ください。 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1301688.htm 

※注意：なお、提出には、e-Rad の利用可能な環境が整っていることが必須となりますので、

e-Rad への研究機関の登録手続きを行っていない機関にあっては、早急に手続き

をお願いします。（登録には通常 2 週間程度を要しますので十分ご注意ください。

e-Rad 利用に係る手続きの詳細については、上述のホームページと併せ以下の

ホームページをご覧ください。）

https://www.e-rad.go.jp/shozoku/system/index.html 

また、本チェックリストは、標記ガイドラインの改正（平成２６年２月中を予定）に伴い、平成

２６年４月以降に新たな様式とすることとしており、再度、新様式による提出を依頼させてい

ただく予定ですので、文部科学省からの周知等に十分御留意下さい。 

なお、ガイドラインの改正において「情報発信・共有化の推進」の観点を盛り込む予定とし

ているため、本チェックリストについても研究機関のホームページ等に掲載し、積極的な情報

発信を行っていただくようお願いいたします。 

15151515 既存の研究施設・設備の有効活用による効果的な研究開発の推進について既存の研究施設・設備の有効活用による効果的な研究開発の推進について既存の研究施設・設備の有効活用による効果的な研究開発の推進について既存の研究施設・設備の有効活用による効果的な研究開発の推進について    

文部科学省においては、特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律（平成 6年6月

29 日法律第 78 号）、研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究

開発等の効率的推進等に関する法律（平成 20 年 6 月 11 日法律第 63 号）等に基づき、研究施

設・設備の共用や異分野融合のための環境整備を促進しています。 
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本事業への応募にあたり、研究施設・設備の利用・導入を検討している場合には、本事業に

おける委託研究の効果的推進、既存の施設・設備の有効活用、施設・設備導入の重複排除等

の観点から、大学・独立行政法人等が保有し広く開放されている施設・設備や産学官協働のた

めの「場」等を積極的に活用することを検討してください。 

＜参考：主な共用施設・設備等の事例＞ 

○「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」対象施設

・大型放射光施設「SPring-8」 (毎年5 月頃、11 月頃に公募)

https://user.spring8.or.jp/ 

・X 線自由電子レーザー施設「SACLA」 (毎年5 月頃、11 月頃に公募)

https://sacla.xfel.jp/ 

・大強度陽子加速器施設「J-PARC」 (毎年5 月頃、10 月頃に公募)

http://is.j-parc.jp/uo/index.html 

・スーパーコンピュータ「京」(平成25 年度は9 月頃に公募予定)

https://www.hpci-office.jp/ 

○先端研究基盤共用・プラットフォーム形成事業(対象27 施設)

http://kyoyonavi.mext.go.jp/ 

○ナノテクノロジープラットフォーム(対象25 機関)

https://nanonet.go.jp/ 

○低炭素社会構築に向けた研究基盤ネットワーク整備事業(3 ハブ拠点、15 サテライト拠点)

https://www.nims.go.jp/lcnet/ 

○つくばイノベーションアリーナ(TIA-nano)

https://tia-nano.jp/    

○創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業(4 拠点)

http://p4d-www.genes.nig.ac.jp/index.html 

○ナショナルバイオリソースプロジェクト

https://www.nbrp.jp/ 

16161616 バイオサイエンスデータベースセンターへの協力バイオサイエンスデータベースセンターへの協力バイオサイエンスデータベースセンターへの協力バイオサイエンスデータベースセンターへの協力    

ライフサイエンス分野の本事業実施者は、論文発表等で公表された成果に関わる生データ

の複製物、又は構築した公開用データベースの複製物を、バイオサイエンスデータベースセン
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ター（※）に提供くださるようご協力をお願いします。提供された複製物は、非独占的に複製・改

変その他必要な形で利用できるものとします。複製物の提供を受けた機関の求めに応じ、複製

物を利用するに当たって必要となる情報の提供にもご協力をお願いすることがあります。 

※ バイオサイエンスデータベースセンター（https://biosciencedbc.jp/）

様々な研究機関等によって作成されたライフサイエンス分野データベースの統合的な

利用を推進するために、平成 23 年 4 月に JST に設置されました。総合科学技術会

議統合データベースタスクフォースにおいて、我が国のライフサイエンス分野のテータベ

ース統合化に関わる中核的機能を担うセンターに関する検討がなされ、その検討結果を

受けて、平成 18 年度から平成 22 年度にかけて実施された文部科学省「統合データ

ベースプロジェクト」と、平成 13 年度から実施されている JST「バイオインフォマティクス

推進センター事業」とを一本化したものです。 

バイオサイエンスデータベースセンターでは、関連機関の積極的な参加を働きかける

とともに、戦略の立案、ポータルサイトの構築・運用、データベース統合化基盤技術の研

究開発、バイオ関連データベース統合化の推進を４つの柱として、ライフサイエンス分野

データベースの統合化に向けて事業を推進します。これによって、我が国におけるライフ

サイエンス研究の成果が、広く研究者コミュニティに共有かつ活用されることにより、基礎

研究や産業応用研究につながる研究開発を含むライフサイエンス研究全体が活性化さ

れることを目指します。 

17171717 オープンアクセスについてオープンアクセスについてオープンアクセスについてオープンアクセスについて    

JST ではオープンアクセスに関する方針を平成 25 年 4 月に発表しました。本事業で得られ

た研究成果（論文）について、機関リポジトリなどを通じて公開いただくよう推奨します。詳しく

は以下のホームページをご覧ください。 

https://www.jst.go.jp/pr/intro/johokokai.html 

（https://www.jst.go.jp/pr/intro/pdf/policy_openaccess.pdf） 

18181818 JSTJSTJSTJST 先端計測分析技術・機器開発プログラム先端計測分析技術・機器開発プログラム先端計測分析技術・機器開発プログラム先端計測分析技術・機器開発プログラムの成果（研究開発ツール）についての成果（研究開発ツール）についての成果（研究開発ツール）についての成果（研究開発ツール）について    

先端計測分析技術・機器開発プログラムでは、多くの研究開発ツールが実用化されていま

す。研究開発の推進にあたり、新たに検討する研究開発ツールがありましたらご参照いただけ

ますと幸いです。 

詳しくは https://www.jst.go.jp/sentan/result/seihin.html をご覧ください。 

19191919 若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援について若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援について若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援について若手の博士研究員の多様なキャリアパスの支援について    

「文部科学省の公的研究費により雇用される若手博士研究員の多様なキャリアパス支援に

関する基本方針」【平成 23 年度 12 月 20 日科学技術・学術審議会人材委員会】
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（https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu10/toushin/1317945.htm）を踏まえ、

本公募に採択され、公的研究費（競争的資金その他のプロジェクト研究資金や、大学向けの

公募型教育研究資金）により、若手の博士研究員を雇用する場合には、当該研究員の多様な

キャリアパスの確保に向けた支援への積極的な取り組みをお願いいたします。

20202020 リサーチアシスタント（リサーチアシスタント（リサーチアシスタント（リサーチアシスタント（RARARARA）の雇用について）の雇用について）の雇用について）の雇用について    

第 4 期科学技術基本計画に「国は、優秀な学生が安心して大学院を目指すことができるよ

う、フェローシップ、TA（ティーチングアシスタント）、RA（リサーチアシスタント）など給付型の経

済支援の充実を図る。これらの取組によって『博士課程（後期）在籍者の 2 割程度が生活費相

当額程度を受給できることを目指す。』という第 3 期基本計画における目標の早期達成に努め

る。」とあります。 

この趣旨を踏まえ、本事業では博士課程（後期）在学者を本事業の共同研究の RA として雇

用する場合、経済的負担を懸念させることのないよう、給与水準を生活費相当額程度とするこ

とを推奨しています。 

RA を雇用する際の留意点 

・ 博士課程（後期）在学者を対象とします。

・ 給与単価を年額では 200 万円程度、月額では 17 万円程度とすることを推奨しますので、

それを踏まえて研究費に計上してください。ただし、学業そのものや本事業の共同研究以外

の研究に関わる活動などに対する人件費充当は目的外（不正）使用と見なされる場合があ

りますので十分ご留意ください。

・ 具体的な支給額・支給期間等については、研究機関にてご判断いただきます。上述の水準

以上または以下での支給を制限するものではありません。

・ 奨学金や他制度における RA として支給を受けている場合は、当該制度・所属する研究機

関にて支障がないことが前提となりますが、重複受給について JST から制限を設けるもの

ではありません。

21212121 府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（eeee----RadRadRadRad））））を利用した応募を利用した応募を利用した応募を利用した応募情報の登録について情報の登録について情報の登録について情報の登録について    

本公募への申請に当たっては、付録にある手順に従って府省共通研究開発管理システム

（e-Rad）から申請情報を登録する必要があります。 

申請書は、日欧共同研究チームで共通の申請書を一つ専用電子公募システム（PT-Outline）

より提出していただきます。（e-Rad からの申請書提出は不要です。） 
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PT-Outline には、 

https://www.pt-it.de/ptoutline/application/CONCERT_2014 

よりアクセスできます。 

（（（（iiii）））） eeee----RadRadRadRad 使用にあたる事前登録使用にあたる事前登録使用にあたる事前登録使用にあたる事前登録

e-Rad の使用にあたっては、研究機関及び研究者の事前登録が必要となります。

①研究機関の登録

応募にあたっては、応募時までに e-Rad に研究機関が登録されていることが必要とな

ります。 

研究機関で１名、e-Rad に関する事務代表者を決めていただき、事務代表者はポータ

ルサイトより研究機関登録様式をダウンロードして、登録申請を行ってください。登録手

続きに日数を要する場合がありますので、2 週間以上の余裕をもって登録手続きをしてく

ださい。なお、一度登録が完了すれば、他省庁等が所管する制度・事業の応募の際に再

度登録する必要はありません。また、既に他省庁等が所管する制度・事業で登録済みの

場合は再度登録する必要はありません。 

②研究者情報の登録

本制度に応募する際の実施担当者を研究者と称します。研究機関は実施担当者の研

究者情報を登録し、ログイン ID、パスワードを取得することが必要となります。 

ポータルサイトに掲載されている研究事務代表者及び事務分担者用マニュアルを参

照してください。 

（（（（iiiiiiii）））） eeee----RadRadRadRad への応募情報入力への応募情報入力への応募情報入力への応募情報入力

システムへの応募情報入力にあたっては、付録（「e-Rad による応募情報入力の方

法」）をご参照ください。 

①提出締切日までにシステムの「応募課題管理」画面の「申請進行ステータス」が「配分

機関処理中」となっていない申請は無効となります。正しく操作しているにも関わらず、

提出締切日までに「配分機関処理中」にならなかった場合は、国際科学技術部事業実

施担当まで連絡してください。

②応募書類に不備等がある場合は、審査対象とはなりませんので、公募要領を熟読のう

え、注意して記入してください。（応募書類のフォーマットは変更しないでください。）応

募書類の差し替えは固くお断りいたします。また、応募書類の返却は致しません。

(iii) eeee----RRRRaaaadddd のののの操操操操作作作作方方方方法法法法

e-Rad の操作方法に関するマニュアルは、ポータルサイト（https://www.e-rad.go.jp/）

から参照またはダウンロードすることができます。利用規約に同意の上、応募してください。 

（（（（iviviviv）））） 府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（府省共通研究開発管理システム（eeee----RadRadRadRad）の操作方法に関する問い合わせ先）の操作方法に関する問い合わせ先）の操作方法に関する問い合わせ先）の操作方法に関する問い合わせ先

事業そのものに関する問い合わせは国際科学技術部事業実施担当にて受け付けま

す。府省共通研究開発管理システム（e-Rad）の操作方法に関する問い合わせは、e-Rad

ヘルプデスクにて受け付けます。国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研
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究プログラム）のホームページ及び e-Rad のポータルサイト（以下、「ポータルサイト」とい

う。）をよく確認の上、問い合わせてください。なお、審査状況、採否に関する問い合わせ

には一切回答できません。 

制度・事業に関

す る 問 い 合 わ

せ お よ び 応 募

書類の作成・提

出 に 関 す る 手

続き等に関する

問い合わせ 

JST国際科学技術

共同研究推進事業

（戦略的国際共同

研究プログラム） 

国際科学技術部 

事業実施担当 

中島・ガッズデン 

<お問い合わせはなるべく電子メールでお願い

します（お急ぎの場合を除く）> 

concert@jst.go.jp  

03-5214-7375（直通）

03-5214-7379（FAX）

受付時間：10:00～12:00/13:00～17:00

※土曜日、日曜日、国民の祝日 および年末

年始（12月29日～ 1月3日）を除く

e-Radの操作方

法に関する問い

合わせ

e-Radヘルプデス

ク

0120-066-877（フリーダイヤル） 

（受付時間帯） 

午前9:00～午後6:00※土曜日、日曜日、祝祭

日を除く 

○ 国際科学技術共同研究推進事業（戦略的国際共同研究プログラム）ホームページ：

https://www.jst.go.jp/inter/sicorp/index.html 

○ e-Rad ポータルサイト：https://www.e-rad.go.jp/

（（（（vvvv））））    eeee----RadRadRadRad の利用可能時間帯の利用可能時間帯の利用可能時間帯の利用可能時間帯

（月～日）０：００～２４：００（２４時間３６５日稼働）

ただし、上記利用可能時間帯であっても保守・点検を行う場合、運用停止を行うことがあ

ります。運用停止を行う場合は、ポータルサイトにて予めお知らせします。
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22222222 応募に際してよくある質問応募に際してよくある質問応募に際してよくある質問応募に際してよくある質問    

応募に関し、主な Q&Aを以下にまとめています。

応募の際に、所属機関の承諾書が必

要ですか。

必要ありません。ただし、採択後には、JST と研

究者が研究を実施する研究機関との間で研究契

約を締結することになりますので、必要に応じて研

究機関への事前説明等を行ってください。

年齢等の応募資格の制限はあります

か。
年齢制限はございません。

日本側代表研究者は、日本国籍を有す

る者である必要がありますか。

日本国内の研究機関に所属する研究者であれ

ば、国籍による応募資格の制限はございません。

JSTのさきがけ研究者、CRESTの研

究代表者または主たる共同研究者とし

て採択されている場合でも、本公募に

応募することができますか。

本公募へ応募することは可能ですが、採択候補と

なった場合には、研究費の減額や研究計画の調

整などを行う場合がございます。

内閣府の最先端・次世代研究開発支援

プログラムで研究を実施している場合

でも、本公募に応募することができます

か。

平成 25年 4月に方針が改訂され、可能となりまし

た。

戦略的国際科学技術協力推進事業ま

たは国際科学技術共同研究推進事業

に既に採択されている場合、今回新た

に応募することはできますか。

本公募における支援期間が同一相手国・同一研

究領域で既に支援されている課題の支援期間と

重なる場合は応募できません。

それ以外の場合応募することは可能ですが、採択

候補となった場合には研究費の減額や研究計画

の調整を行う場合がございます。
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23232323 JSTJSTJSTJST のののの男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画への取り組みについてへの取り組みについてへの取り組みについてへの取り組みについて    

JST では、科学技術分野における男女共同参画を推進しています。 

総合科学技術会議は、第 3 期科学技術基本計画において、「女性研究者の活躍促進」について

盛り込みました。日本の科学技術の将来は、活躍する人の力にかかっており、多様多才な個々人が

意欲と能力を発揮できる環境を形成する必要があります。第 4 期科学技術基本計画では、「自然科

学系全体で25％という第3期基本計画における女性研究者の採用割合に関する数値目標を早期に

達成するとともに、更に 30％まで高めることを目指し、関連する取組を促進する」としています。 

JST では、事業を推進する際の活動理念の 1 つとして、「JST 業務に係わる男女共同参画推進計

画を策定し、女性研究者等多様な研究人材が能力を発揮できる環境づくりを率先して進めていくこ

と」を掲げています。新規課題の募集・審査に際しては、男女共同参画の観点を踏まえて進めていき

ます。男女ともに参画し活躍する研究構想のご提案をお待ちしております。 

研究者の皆様、男性も女性も積極的にご応募いただければ幸いです。 

独立行政法人科学技術振興機構 理事長 

中村 道治 

女性研究者の皆さん、さらなる飛躍に向けて、この機会に応募してみましょう女性研究者の皆さん、さらなる飛躍に向けて、この機会に応募してみましょう女性研究者の皆さん、さらなる飛躍に向けて、この機会に応募してみましょう女性研究者の皆さん、さらなる飛躍に向けて、この機会に応募してみましょう    

日本における研究者に占める女性の割合は、現在 14.0％（平成 23 年度末現在。平成 24 年科学

技術研究調査報告（総務省）より）といわれています。上昇傾向にはあるものの、まだまだ国際的に

はとても低い数字です。女性研究者が少ない理由としては、出産・育児・介護で研究の継続が難し

いことや、女性を採用する受け入れ体制が整備されていないこと、自然科学系の女子学生が少なく

女性の専攻学科に偏りがあることなどがあげられています。 

 これらの課題に対しては、国としても様々な取り組みが行われていますし、同時に、女性自身、

そして社会全体の意識改革も必要でしょう。「もうこのくらいで良い」とあきらめたりせず、少しずつで

もよいからステップアップしていけるよう、チャレンジを継続していって欲しいと思います。 

JST では、研究者の皆さんから研究提案を募ることで事業を推進しています。そこで、女性研究者

の皆さんにも、まず研究提案を応募することから飛躍への第一歩をつかんでもらいたいと思います。

JST では、研究提案数が増えれば、採択数の増加が促され、それが女性研究者全体の研究機会の

拡大にもつながっていくものと考えています(※)。 

この機会に JST の事業に参加することで自らの研究アイデアを発展させ、研究者として輝き、後

に続く後輩達を勇気づけるロールモデルとなっていっていただければ、と願っています。 

独立行政法人科学技術振興機構男女共同参画主監 

小舘 香椎子（日本女子大学名誉教授） 

JST では、研究とライフイベント（出産・育児・介護）との両立支援策を実施しています。また、

理系女性のロールモデルを公開しています。 

詳しくは JST 男女共同参画ホームページ（ https://www.jst.go.jp/gender/torikumi.html ）を

ご覧ください。 
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応募情報の登録手順 

■応募前の注意事項

応募の前に、必ず所属研究機関および研究者が府省共通研究開発管理システム
（e-Rad）に登録済みであることを確認してください。 

e-Rad を使用するには、所属する研究機関及び研究者の事前登録が必要です。
未登録の場合は、e-Rad ポータルサイトに掲載されている研究事務代表者及び事務分担者
用マニュアルを参照し、速やかに登録し、ログイン ID、パスワードを取得してください。

本公募への申請に当たっては、以下の二つの手続きが必要となります。 

① 日欧共同研究チームで共通の申請書を専用電子公募システム（PT-Outline）より提出

PT-Outline には、

www.pt-it.de/ptoutline/application/CONCERT_2014 

よりアクセスできます。 

② 以下に示す手順で府省共通研究開発管理システム（e-Rad）から申請情報を登録

（e-Rad からの申請書提出は不要です。）

■本公募の締切（PT-Outline への申請書の提出、e-Rad への申請情報の登録）

2014 年 4 月 30 日 22:00（日本時間）厳守 

■応募方法
1. e-Rad にログインする.................................................................................................... 2

2. 応募する公募名を探す .................................................................................................... 3

3. 公募要領をダウンロードする ......................................................................................... 4

4. 応募情報を⼊⼒する........................................................................................................ 5

5. 応募状況を確認する...................................................................................................... 16

付録付録付録付録    
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1. e-Rad にログインする

e-Rad ポータルサイト（https://www.e-rad.go.jp/）にアクセスします。
ログイン ID、パスワードを⼊⼒し、e-Rad へログインしてください。
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2. 応募する公募名を探す

研究者向けトップ・メニュー画面の「公開中の公募一覧」をクリックします。

※ ⾒つからない場合は、検索画面で「国際科学技術共同研究推進事業」を⼊⼒して
検索できます。
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3. 公募要領をダウンロードする

応募する公募名の「詳細」のボタンをクリックします。

「公募詳細」画面で、公募情報の詳細内容を確認し、公募要領を 
ダウンロードしてください。 

☜☜☜☜
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4. 応募情報の⼊⼒する

「公開中公募一覧」画面で応募したい公募名の「応募情報⼊⼒」をクリックします。

「応募条件」画面に表示された注意事項を確認し、「承諾」をクリックします。 

☜☜☜☜

☜☜☜☜
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《ポイント：応募情報登録操作ボタンの説明》 

応募情報の⼊⼒では、画面上部の操作ボタンが使用できます。 
ボタン機能を以下に示します。 

操作ボタン機能 
一時保存 作成途中に⼊⼒内容の保存を⾏います。 

e-Rad は、ログイン後、一定時間（30 分）が経過すると
接続が切断されます。適宜、一時保存してください。

確認 ⼊⼒内容の確認を⾏います。 
全ての項目の⼊⼒が完了したら、応募情報を確認してくだ
さい。 

以前の課題をコピーする 過去に作成した応募/採択課題の情報をコピーします。 

⼊⼒チェック ⼊⼒内容のチェックを⾏うことができます。 

提案書プレビュー 現在の⼊⼒内容で応募内容提案書 PDF を⽣成し、⼊⼒内容
がどのように PDF で表示されるのかを確認できます。 

戻る 「応募条件」画面に戻ります。 
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①研究開発課題名を⼊⼒します

「研究開発課題名（Acronym）」を⼊⼒します。研究開発課題名は日本語で⼊⼒し
ます。Acronym は申請書１ページに記⼊したものと同じものです。 

②登録されている研究者情報を確認します

「代表者情報確認」に表示された研究者情報が応募者自身であることを確認して 
ください。 

※ e-Rad からメールが自動配信されるよう設定されている場合、申請書類の受付状況が
変更された時等に本画面のメールアドレス宛にメールが送信されます。メールアドレス
を変更する必要がある場合は、所属研究機関の事務担当者に連絡してください。
研究機関に所属していない方は、「e-Rad ヘルプデスク」に連絡してください。

☜☜☜☜
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③「共通項目」を⼊⼒します

「共通項目」ボタンをクリックします。

「共通項目」画面を表示し、必須事項を⼊⼒します。 

☜☜☜☜
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《ポイント：「共通項目」必須項目⼊⼒時の注意点》 

� 研究期間 
公募要領に従って、研究期間を⻄暦で⼊⼒します。 
（2014 年度から 2016 年度（研究終了年度）） 

� 研究分野（主） 
ご自身の研究分野に合う、「細目名」「キーワード」を選択します。 

� 研究分野（副） 
ご自身の研究分野に合う、「細目名」「キーワード」を選択します。 

� 研究目的 
「研究提案書参照」と⼊⼒してください。 

� 研究概要 
研究目的を含めた概要を日本語 800 ⽂字程度以内でご記入ください。コンソーシ
アム全体の研究概要に加えて、日本側研究チームの実施項目が分かるように記載
してください。

④「個別項目」を⼊⼒します

「個別項目」ボタンをクリックして、⼊⼒欄を表示させます。 
別紙「日本側応募者への応募にあたっての注意事項」を読み、各項目で説明されて
いる注意事項等に則った応募であることを確認します。 
確認が済んだら、「確認しました」を選択します。 

☜☜☜☜
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⑤「応募時予算額」を⼊⼒します

「応募時予算額」ボタンをクリックし、「応募時予算額」の⼊⼒欄を表示させます。
日本側チーム全体の総額研究費（直接経費、間接経費）を年度ごとに千円単位で 
⼊⼒します。千円以下は切り捨てます。 
直接経費と間接経費の総額が 1 千万円以下かつ間接経費は各年度で直接経費の
30%となるよう入⼒してください。 
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⑥研究組織情報を⼊⼒します
｢研究組織情報｣ボタンをクリックして、研究組織情報の⼊⼒欄を表示します。 
本応募に関する研究代表者の情報を⼊⼒します。 
共同研究グループがある場合はその研究組織情報を⼊⼒します。「追加」ボタンを
クリックしてグループ数分の⼊⼒欄を追加します。主たる共同研究者（各共同研究
グループのリーダー）の⽒名、所属研究機関を⼊⼒してください。研究代表者は主
たる共同研究者から研究者番号、所属研究機関コードを⼊手してください。

《ポイント：「共通項目」必須項目⼊⼒時の注意点》 

� 直接経費／間接経費 
初年度の予算額を直接経費、間接経費に分けて千円単位で⼊⼒します。 
千円以下は切り捨てます。共同研究グループについても、研究代表者グループ同

☜☜☜☜
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様に全研究期間の研究費総額を、直接経費、間接経費に分けて千円単位で⼊⼒し
てください。 
「, (コンマ)」は自動的に挿⼊されます。 
「正しい値を⼊⼒してください。」というエラーがでた場合は、「, (コンマ)」が含
まれていないか確認してください。 

� 専門分野 
研究代表者および研究分担者の専門分野を最大 50 字で⼊⼒します。（全半角混在
可能） 

� 役割分担 
研究代表者の役割分担は「研究代表者」と⼊⼒します。 
研究分担者の役割分担は「研究分担者」と⼊⼒します。 

� エフォート率 
対象の研究者がこの研究を実施するにあたって必要となる「エフォート」を⼊⼒
します。 
エフォートとは、研究者の年間の全仕事時間（研究活動のみならず、教育・医療
活動等を含む）を 100％とした場合に、この研究の実施に必要となる配分率(%)
を指します。
主たる共同研究者についても主たる研究代表者が本研究に割くエフォート率を⼊
⼒してください。

⑦応募・受⼊状況を確認します
「応募・受⼊状況」ボタンをクリックし、「応募・受⼊状況」画面を表示します。
e-Rad 上に登録されている研究者の採択状況/応募状況が自動的に表示されます。
表示内容が正しいか確認します。
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※ エフォート率を修正する場合は、トップ・メニュー画面の「応募/採択状況
（エフォート管理）」から変更申請を⾏ってください。

※ 採択課題情報を修正する場合は、｢採択課題管理｣から、変更申請を⾏ってください。 

《ポイント：「研究組織内連絡欄」は⼊⼒不要》 
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⑧⼊⼒情報を確認します

⼊⼒が完了したら、「提案書プレビュー」ボタンをクリックします。

「処理中・・・」画面が表示され、これまでに⼊⼒した応募情報とアップロード 
した申請書ファイルを結合し、自動的に PDF ファイルを⽣成します。 

正しく表示されていることを確認し、PDF 画面を閉じます。 
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応募情報登録画面の「確認」ボタンをクリックします。 

「応募情報登録確認」画面が表示されます。 
不備がなければ、「実⾏」をクリックして応募書類を JST へ提出します。 

※提出前にご注意ください
JST へ提出した時点で応募情報の修正はできなくなります。⼗分にご留意く
ださい。 

提出期限：2014 年 4 月 30 日 22:00 厳守 

☜☜☜☜

☜☜☜☜
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5. 応募状況を確認する

研究者向けトップ・メニュー画面の「応募課題情報管理」をクリックします。

「応募課題情報」画面を表示します。 

提出締切日時までに受付状況が「配分機関処理中」となっていない応募書類は無効
となります。正しく操作しているにもかかわらず、提出締切日までに「配分機関処
理中」にならなかった場合は、e-Rad ヘルプデスクまで速やかに連絡してください。 

公募期間終了後、応募書類に不備がないこと、応募要件を満たしていること、相手
国でも応募がなされていることを確認したうえで、応募が正式に受理されます。 
正式に受理されると、応募情報のステイタスが、「受理済」に変わります。 

以上で、応募完了です。 

☜☜☜☜
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